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ドイツの政治財団
――その役割と課題――

田　口　季　京

はじめに

　ドイツには他国に類を見ない「政治財団（politische Stiftung）」1）が存在し，国内

の政治教育や研究助成，政策提言のみならず，国際交流や二国間関係の分野に

おいても多岐にわたる活動を展開している。政治財団は特定の政党と近い立場

（nahestehend）にありながらも独立しており，その財源を連邦予算から得ている

という点だけでなく，規模の大きさをとっても比較に値する組織を見つけるこ

とは困難であろう。本稿では，そのような政治財団について組織形態や設立の

経緯を概観し，政治財団が果たす役割とその課題について考えてみたい。

政治財団とは何か

　政治財団の大きな特徴は，ある一政党と政治的価値観を共有しながらも独立

した組織であり，その財源を連邦予算から得ている点であるといえる。このよ

うなユニークな組織が誕生した背景には歴史的経緯がある。以下ではまず政治

財団の政党との関係，設立の歴史的経緯と活動目的および連邦予算による助成

について整理する。

政党との関係

　政治財団は特定の政党と近い立場にあり，政治面で基本的な価値観を共有し
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ているものの2），法律面および実態面で独立していなければならず3），各政党

との必要な距離を保たなければならないとされている4）。その活動範囲や規模

は様々であるが5），以下では特に連邦レベルで政治活動を行っている政党に立

場の近い 7つの政治財団を取り上げる。

　現在，独連邦議会は 8つの政党6）によって構成されており，そのうちザー

ラ・ヴァーゲンクネヒト同盟（BSW）7）を除く 7党が相互合意に基づいて特定の

政治財団を承認している。設立順に列挙すると，社会民主党（SPD）に近いフ

リードリヒ・エーベルト財団（Friedrich-Ebert-Stiftung，以下エーベルト財団または

FES，1925年設立），自由民主党（FDP）に近いフリードリヒ・ナウマン財団

（Friedrich-Naumann-Stiftung für Freiheit8），以下ナウマン財団または FNF，1958年設立），

キリスト教民主同盟（CDU）に近いコンラート・アデナウアー財団（Konrad-

Adenauer-Stiftung，以下アデナウアー財団または KAS，1964年設立），バイエルン州の

地域政党であるキリスト社会同盟（CSU）に近いハンス・ザイデル財団（Hanns-

Seidel-Stiftung，以下ザイデル財団または HSS，1967年設立），緑の党に近いハインリ

ヒ・ベル財団（Heinrich-Böll-Stiftung，以下ベル財団または HBS，1997年設立），左派

党に近いローザ・ルクセンブルク財団（Rosa-Luxemburg-Stiftung，以下ルクセンブル

ク財団または RLS，2000年設立），および極右政党であるドイツのための選択肢

（AfD）に近いデジデリウス・エラスムス財団（Desiderius-Erasmus-Stiftung，以下エ

ラスムス財団または DES，2017年設立）である9）。なお，後述するように，これら

の政治財団のうちエラスムス財団は連邦予算の財政支援の対象から外れてい

る。

　また，それぞれの政治財団と政党との関係によって，その党に所属する現職

議員や元議員が理事会役員（Vorstandsmitglied）10）に含まれるなど，組織運営に政

党色がみられるほか11），重きを置く活動分野やテーマに差異が生じている。し

かし，政治財団の活動や研究成果はすべての関心ある市民に開かれていなけれ

ばならないとされており12），特定の政治的信条を持つ市民を活動のターゲット

グループとしているわけではない。
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設立の歴史的経緯と活動目的

　このようなユニークな組織が生まれた背景には，歴史上の反省がある。上述

のとおり，第二次世界大戦前に設立されていたのはエーベルト財団のみであ

り，ナウマン財団，アデナウアー財団およびザイデル財団は 1950年代後半か

ら 1960年代の西ドイツ13）において設立された。設立のきっかけとなったのは，

ワイマール共和国（1918年～1933年）において，政党が民主主義的な政治文化

の形成に十分な役割を果たせず，のちに悲惨な歴史を残すこととなったナチス

の台頭を招いたという苦い経験と痛切な反省であった14）。戦後，民主主義の安

定に寄与する制度化された政治教育活動の必要性が強く認識されるようにな

り，政治財団にその役割が期待されたのである。また，政党が政治財団の設立

を必要としたもう一つの現実的な理由として，戦後，政治教育を含む包括的な

政治活動に対し，国からの財政支援が得られにくくなっていた点も指摘されて

いる15）。

　このような経緯で設立された政治財団は，1999年に採択された共同宣言に

おいて，その活動目的の一点目に「政治教育を通じて市民の政治的関心と政治

的コミットメントを促進・強化する」ことを掲げており，政治教育の重要性が

強く認識されていることが見てとれる16）。また，二点目に「学術振興や政治研

究，提言を通して政治的行為（politisches Handeln）の基礎を養い，学術・政治・

国家・経済間の対話および知識の伝達を強化する」と記されているとおり，研

究・提言といったシンクタンクのような役割も担っている。

政治財団への連邦予算助成

　政治財団は非営利組織であるため，活動のほとんどが公的資金によって運営

されており，エラスムス財団を除く前述の 6つの政治財団については，その運

営資金の 9割程度が連邦予算によって賄われている17）。ドイツ国内での政治教

育活動や研究活動に対して連邦内務省から支給されるグローバル補助金

（Globalzuschüsse）のほか18），プロジェクトごとに経済協力開発省，外務省，教育

省，連邦議会などからも予算を得ており，それぞれの助成額は連邦予算の一環

として決定され，議会における予算法によって承認される。なお，政治財団は
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政府からの独立性を保っているため，連邦政府や各省庁から予算の使途につい

て指示されることはないが，公的資金であるため，議会や会計検査院による公

的監視対象となっている。

　政治財団に対する連邦予算は，助成額が大きいこともあり，しばしば政党に

対する非公式な助成であると批判されてきた。実際，2023年には政治財団全

体への予算として総額約 6億 9700万ユーロが拠出されており，これは同年の

政党国庫補助（staatliche Teilfinanzierung）の約 3.3倍に相当する19）。驚くべきは，

多額の連邦予算が投入されているにもかかわらず，2023年 11月に「政治財団

に対する連邦予算からの助成に関する法律（Gesetz zur Finanzierung politischer 

Stiftungen aus dem Bundeshaushalt）」20）が制定されるまで，長らくその妥当性につい

て明確な法的根拠が存在しない状態が続いていた点である。1980年代には緑

の党が連邦憲法裁判所への申し立てを行ったが，1986年の判決により，政治

財団の活動は公共の利益に適うものであるとして，連邦予算による助成が承認

された21）。その後，1992年には，ヴァイツゼッカー元大統領のイニシアティ

ブで設置された政党への財政支援に関する専門家委員会が，政治財団はドイツ

の政治文化の重要な一部であり，社会にとって有益な活動を行っていることを

確認する一方で，連邦予算による財政支援について法的根拠に欠ける点などを

指摘し，これを解決するための連邦法の制定を提案している22）。

　それから 30年以上が経過したあとに連邦法制定のきっかけとなったのは，

エラスムス財団への連邦予算助成を要求したものの認められなかった AfDに

よる連邦憲法裁判所への申し立てであった23）。2023年 2月 23日の判決で，連

邦憲法裁判所は，2019年予算においてエラスムス財団への助成が行われなか

ったことは，政治的競争における機会平等の権利を侵害するものであるとし

て，同財団への不支給は何らかの法律に基づくものでなければならないと結論

付けた24）。この判決を受け，連立与党である SPD，緑の党，FDPおよび野党

第一党である CDUが連邦議会に共同法案を提出し，11月に成立，12月に施

行された。これにより，政治財団への連邦予算助成が初めて法的根拠を有する

こととなった。

　この法律では，助成を受けるためには立場の近い政党が少なくとも 3立法期
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間連続で連邦議会における会派を形成していなければならないとされ（第 2条

第 2項），政治財団は自由民主主義の基本秩序と国際協調の思想を積極的に支

持しなければならないとされている（第 2条第 4項）。過去の活動や出版物によ

りこれが保証されず，連邦憲法擁護庁による認定などにより，財団に影響力の

ある人物または財団の基本的な政治的潮流が基本法に反する場合には助成対象

外となるため，憲法擁護庁から政党全体として「確定的な右翼過激派（gesichert 

rechtsextremistisch）」の認定を受けている AfDへの助成は，実質的に排除された

といえる25）。

政治財団の主な活動

　それぞれの政治財団が実際にどのような活動を行っているのかについては，

財団の規約や報告書等で確認することができるが，政治財団の活動は大きく国

内での活動と国外での活動に分かれる。以下では，ほとんどすべての政治財団

に共通し，長期にわたり柱となっている主な活動分野について見ていく。

ドイツ国内での活動

　政治財団の国内での活動を見てみると，すべての財団に共通する 4つの柱が

ある。すなわち，政治教育，奨学金プログラム，学術研究・提言および文書管

理である。共同宣言の活動目的でも一番最初に挙げられているように，政治教

育は政治財団の最も重要な活動として認識されており，連邦本部や州事務所を

主な拠点としてワークショップ，専門家会議，シンポジウム，セミナー，出版

物など，様々な形態で政治教育のための機会が提供されている。たとえばアデ

ナウアー財団の 2023年の活動を例に見てみると，394か所で 1,726の政治教育

関連イベントを開催しており，参加者数は延べ 118,183人であった26）。これら

の政治教育プログラムは，市民に政治に関する情報を提供し，政治全体への関

心を喚起することで政治参加を促進・強化することを目的として行われてい

る。

　また，奨学金による研究助成も政治財団の重要な活動の柱である。2022年
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の奨学金プログラムの実態を見てみると，エーベルト財団は 2,723名27），アデ

ナウアー財団は 3,358名の奨学生を採用しており28），積極的に若い世代の学

業・研究支援に取り組んでいる。支援対象には国内課程だけでなく，国外での

プログラムも含まれる。

　3つ目の活動分野には学術研究・政策提言があり，それぞれの政治財団の中

に専門の部局が置かれ，政治・経済・社会分野における幅広いテーマに関して

研究・提言・分析が行われている。主眼は各財団によって異なっており，たと

えばエーベルト財団では「分析・計画・コンサルティング」という部門の中に

労働，教育，デジタル化，家族政策，気候，都市政策などのテーマが含まれる

のに対し29），アデナウアー財団では「分析・コンサルティング」という部局で

民主主義・法・政党，国際政治，選挙研究，経済・イノベーションといったテ

ーマを扱っている30）。これらは一義的には立場の近い政党への情報提供を目的

としているが，研究成果や提言の内容はすべて公開されるほか，研究内容をも

とに多くのシンポジウムやワークショップなどが開催されるため，関心を寄せ

る一般市民も容易に研究成果にアクセスすることができる。政党にとっても市

民社会にとってもシンクタンクのような機能を果たしているといえるだろう。

　国内での活動の最後に，独自の図書館，文書およびアーカイブの管理・運営

が挙げられる。政治財団は特定の政党との立場の近さゆえに政党関連史料や政

治家の個人史料などを独自の文書館で管理・運営していることが多い。たとえ

ばナウマン財団は「自由主義アーカイブ」を所有しており，自由主義に関する

印刷物，ポスター，写真，映像などが収集されている31）。ほかにもエーベルト

財団の「社会民主主義アーカイブ」32）やアデナウアー財団の「キリスト教民主

主義政治文書館」などがあり33），歴史的資料の管理および第三者への情報公開

の役割を担っている。

国外での活動

　政治財団の活動はドイツ国内のみにとどまらず，国外でも積極的に展開され

ている34）。特にエーベルト財団とアデナウアー財団は世界各地に事務所を有し

ており，その数は日本も含め，それぞれ 104か所（2024年 5月現在）35）と 111か
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所（2024年 5月現在）36）に上る。その活動規模は大きく37），それぞれの政治財団

に立場の近い政党のみならず，ドイツの対外関係にとっても重要な役割を果た

しているといえるだろう38）。

　国外における活動は，主に連邦経済協力開発省または連邦外務省からの予算

によって支えられており，外務省は国際交流の推進や二国間関係の強化など，

伝統的な外交政策の範囲内に含まれるプロジェクトに予算を拠出している。他

方，経済協力開発省の予算に含まれるプロジェクトは，社会政治教育や社会構

造支援策など，長期的・地域横断的で開発政策の一部として考えられるものが

多い。ただし，国外拠点を持つ国においてそのどちらに属するのかが明確でな

いことも多いため，一つの事務所が両省庁から予算を得ることもある39）。

　これらの国外での活動は，連邦外務省・経済省および現地のドイツ大使館の

みならず，現地政府・省庁・政党・議会関係者，企業，シンクタンク・有識

者，NGO，メディア関係者など，様々なレベルでの相互連携のうえに成り立

っており，連邦政府の公式ラインとは異なる形で外交活動を補塡している。そ

のユニークな立ち位置ゆえに，連邦政府の与党が交代した場合でも大きな影響

を受けることなく継続的な活動を行うことができるほか，現地の野党勢力との

関係構築が容易である点などが強みとして挙げられる。国外での活動や情報収

集は，国内本部へ報告され，研究・提言に役立てられている。

それぞれの政治財団

　以下では，個々の政治財団の特徴や立場について見ていく。それぞれの政治

財団は，立場の近い政党の政治的理念もあり，重点テーマなどが異なってい

る。

フリードリヒ・エーベルト財団（FES）

　エーベルト財団は，1925年に，ドイツで初めて民主的に選出された大統領

であるフリードリヒ・エーベルトの名をとって設立された，最も歴史の長い政

治財団である。1933年にはナチスによって活動を禁止されたが，戦後 1947年

に再建され，今日に至っている40）。立場の近い政党は SPDであり，活動の目
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的として，主に社会民主主義の政治的刷新，政治参加および社会的結束の強

化，公正な政治・社会秩序の形成，労働組合と政治間の対話の深化および公正

なグローバル化の実現を挙げている41）。

　SPDは 2025年 1月現在与党第一党であり，戦後長らく CDUとともに二大

政党の時代を築いていたこともあってエーベルト財団の規模は大きく，国外事

務所の現地職員も併せた総職員数は 1,589名，公的助成金総額は約 2億 250万

ユーロに上る。その約半分は国際協力活動に充てられ，その他は奨学金や政

治・社会教育，研究プロジェクトなどの活動に用いられている42）。

コンラート・アデナウアー財団（KAS）

　エーベルト財団の設立から 30年後の 1955年，キリスト教民主主義教育活動

協会（Gesellschaft für christlich-demokratische Bildungsarbeit）が創設された。同協会を母

体とし，初代連邦大統領であったコンラート・アデナウアーの名をとって

1964年に設立されたのがアデナウアー財団である43）。アデナウアー財団は，

国内外での政治教育を通じて平和，自由および正義の価値を広めることに注力

しており，自由民主主義，社会市場経済および価値合意（Wertkonsens）の発展

と定着を促進している44）。

　その規模はエーベルト財団を上回るほどで，2022年の公的助成金総額は約 2

億 2,410万ユーロであった45）。国外に 111の国外事務所を有し，研修スタッフ

（Trainee）や現地職員も併せた職員数は 1,752名に上るため，ドイツで最も影響

力を有するシンクタンクのうちの一つとみなされている46）。また，政治財団の

中で唯一文化部門を持っており，留学生支援や作家・芸術家支援を行ってい

る47）。

フリードリヒ・ナウマン財団（FNF）

　他の政治財団はドイツ国内において登記社団として活動しているが，ナウマ

ン財団は唯一実態としても財団の形態をとる組織である。FDPに立場が近く，

1958年，初代連邦大統領を務めたテオドール・ホイスらにより，リベラル派

の政治家であり神学者でもあったフリードリヒ・ナウマンの名をとって設立さ
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れた。特に若い世代に自由主義の精神に基づいた知識を伝え，個人の価値観を

維持し，政治の道徳的基盤を固めることを目的としている。

　ナウマン財団はドイツ国内に 8つ48），国外に 28の事務所を有し49），国内外

を合わせて 266名の職員を抱えている50）。2022年には約 7,750万ユーロの公的

助成金を得て活動を行った51）。

ハンス・ザイデル財団（HSS）

　ナウマン財団の設立から約 10年後の 1967年，バイエルン州首相であったハ

ンス・ザイデルの名をとって CSUに立場の近いザイデル財団が設立された。

活動の目的として，キリスト教に基づくドイツ国民の民主主義的・市民的教育

の促進を挙げている52）。

　ザイデル財団はドイツ国内のミュンヘン・ベルリン・バンツに加え国外に

60か所の事務所を有しており，中でも中国には北京・上海など，全部で 4つ

の拠点を置いている53）。国内および国外に派遣された職員数は 275名で54），

2022年に得た公的助成金の総額は約 7,510万ユーロであった55）。

ハインリヒ・ベル財団（HBS）

　1997年には 3つの財団を統括していた組織が発展する形で，緑の党と立場

の近いベル財団が設立された56）。作家であり，ノーベル文学賞受賞者のハイン

リヒ・ベルにちなんで名前が付けられたこの財団は，自らを「グリーン」な政

治運動の一部とみなしており，エコロジー・持続可能性，民主主義・人権およ

び自己決定権・正義といった基本的価値観に基づいて活動を展開している57）。

中でも，社会的開放と男女平等，文化的・民族的マイノリティの平等および移

民の社会的・政治的参加といったテーマに重点が置かれている。

　ベル財団は国内 17の拠点に加え，国外に 28の事務所を構えており，その中

には香港事務所も含まれる58）。国内外で 325名の職員が活動に従事してお

り59），2022年には公的助成金として約 8,370万ユーロを受け取っている60）。
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ローザ・ルクセンブルク財団（RLS）

　ルクセンブルク財団の前身は，東西ドイツ再統一後の 1990年に設立された

社会分析・政治教育協会（Verein Gesellschaftsanalyse und politische Bildung）であり，

2000年に社会主義者であったローザ・ルクセンブルクの名前をとって改名さ

れた61）。ルクセンブルク財団は左派党と立場の近い財団であり，自らを民主社

会主義の精神的基本潮流の一部とみなすとともに，「現在の資本主義に対する

批判的な分析」を提供する場と位置付けている。その活動の目的には，「グロ

ーバル化が進み，不公正で平和でない世界における社会的結束に関する知識」

を広めること，また，左派社会主義勢力間の対話の場を提供することが挙げら

れている62）。

　ルクセンブルク財団は国内の 16拠点に加え，国外にも 27の事務所を有して

おり，国内外を併せて 275名の職員を抱えている63）。また，2022年の公的助

成金総額は約 7,780万ユーロであった64）。

デジデリウス・エラスムス財団（DES）

　エラスムス財団は 2017年に設立され，2018年に AfDに立場の近い政治財団

として承認された。名前のもととなっているのは，ルネサンス期の神学者・人

文学者であったデジデリウス・エラスムスである65）。同財団の設立を巡り，他

の市民団体からは，公的助成金によって活動が支援される可能性や過激な右翼

主義的思想が広まりうる点について懸念が示された。

　また，前述のとおり，過去に行われた AfDによるエラスムス財団への連邦

予算支援要求は認められておらず，その後制定された「政治財団に対する連邦

予算からの助成に関する法律」においても対象外とされているため，同財団は

連邦予算から助成を一切受けていない。

政治財団の課題

　ここまで見てきたように，政治財団はドイツ国内および国外において様々な

政治教育活動や国際協力活動に従事しており，一定の影響力を有しているとい
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える。しかし，その財源のほとんどを連邦予算からの財政支援に頼っているた

め，これまでしばしばその使途や透明性が批判の対象とされてきた。最も記憶

に新しいのは 2023年 2月に連邦憲法裁判所の判決によって落着をみた AfDに

よる申し立てであるが，既存政党に立場の近い政治財団への財政支援に対する

批判は今に始まったものではなく，1983年には同年に連邦議会に進出したば

かりの緑の党が，拡大する政治財団への支援について解明を求めている66）。

2023年 11月の連邦予算からの助成に関する法律の制定により，このような議

論に終止符が打たれることが期待されているが，今後も同様の議論が湧き起こ

る可能性については排除しきれないだろう。

　このような批判は，政党のみによるものではなく，これまでに世論からもそ

の財源の使途について指摘する声が上がっている。いくら法律面および実態面

で政党から独立しているとはいえ，そのユニークな政党との関係ゆえ，国民の

税金が政党の活動に用いられているとの批判は避けて通れない。財源のほとん

どを連邦予算に頼っている以上，いま一度それぞれのプロジェクト予算につい

て戦略的に検討するとともに，財源の使途に関し，年次報告書の記載以上に詳

細かつアクセスが容易な情報を公開し，国民への説明責任を果たしていく姿勢

が求められるだろう。

　また，エラスムス財団以外は国外に複数の事務所を有しており，国際協力活

動に多くの予算が割かれているため，それらの政治財団の活動が「政党外交」

にあたるという批判の声も存在する。国外拠点を持ち始めた当初は現地におけ

る民主主義の定着・促進を支援するケースが多かったものの67），近年では国外

事務所数の増加とともに，いわゆる発展途上国のみならず多くの先進諸国にお

いても活動を展開するようになっている。国外事務所における活動について

も，より分かりやすい形でその意義や財源の使途について示していく必要があ

るだろう。

おわりに

　国内外に多くの拠点を有し，多額の公的助成を得て活動する政治財団が果た
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すことのできる役割は大きい。独自の組織形態や規模をうまく活用し，効果的

な活動を展開することができれば，国内では一般市民に対する政治教育の場だ

けでなく，連邦議会や州議会に対して政策形成の基盤となる分析・提言を，国

外では政府とは異なるラインでの国際協力・外交活動の場を提供することが可

能となる。立場の近い政党のみならず，ドイツ全体，ひいては国外事務を置く

相手国にもプラスとなるような活動を戦略的に検討し，実行に移していくこと

で，より大きな利益を生むことができるだろう。

　最後に，政治財団にとっての最も重要な課題は，国際情勢が一段と不安定さ

を増し，国内でも AfDや BSWといった極右勢力や急進左派勢力の躍進が続く

なかで68），戦後一貫して政治教育活動に従事してきた立場として，現下の状況

にどのように立ち向かうかという点であろう。2024年の欧州議会選挙や東独 3

州での州議会選挙，米大統領選挙に際し，政治財団も各地で多くの選挙関連イ

ベントなどを開催し，議論の場を提供した。しかし，その際，単に情勢分析や

内容に関する議論にとどまらず，民主的政党や政治財団に課される役割につい

てどの程度意識が向けられていたかという点については疑問が残る。世界各地

の混乱について収束の見通しが立たず，ドイツを含む欧州各国でも民主主義の

不安定さが叫ばれる今こそ，政治財団自ら設立のきっかけとなった民主主義的

価値や政治教育活動の重要性に立ち戻り，安定した民主主義の維持のためにど

のように力を尽くすべきか，自己批判的な視点を持って再検討することが求め

られている。
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im-und-ausland#:~:text=Die%20Friedrich-Naumann-Stiftung%20f%C3%BCr%20die 

［Stand: 29.09.2024］.
49）　„Jahresbericht 2023 / Perspektiven 2024“, S. 82.

50）　Ebd., S. 89.

51）　Ebd., S. 90.

52）　Massing, a.a.O.

53）　„Eine Leistungsbilanz: Jahresbericht 2023“, JB_HSS_2023_web.PDF, S. 54―57.

54）　Ebd., S. 40.

55）　Ebd., S. 48.

56） „Geschichte der Stiftung“. https://www.boell.de/de/2024/09/25/geschichte-der-stiftung 

［Stand: 27.12.2024］.
57）　Massing, a.a.O.

58）　„Jahresbericht 2023“, S. 61―62. https://www.boell.de/sites/default/files/2024-09/240904a_

boll_jahresbericht_web_klein.pdf ［Stand: 29.09.2024］.
59）　Ebd., S. 57.

60）　Ebd., S. 55.

61）　„Welche parteinahen Stiftungen gibt es?“, a.a.O.

62）　Massing, a.a.O.

63）　„Jahresbericht 2023“, S. 80. https://www.rosalux.de/fileadmin/rls_uploads/pdfs/

Jahresberichte/Jahresbericht_2023.pdf ［Stand: 29.09.2024］.
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64）　Ebd., S. 85.

65）　„Welche parteinahen Stiftungen gibt es?“, a.a.O.

66）　Massing, a.a.O.; „Vor dem Verfassungsgericht: Warum die AfD Geld für ihre Parteistiftung 

fordert“, Deutschlandfunk, 24.10.2022. https://www.deutschlandfunk.de/afd-parteistiftung-

desiderius-erasmus-verfassungsgericht-100.html ［Stand: 29.09.2024］.
67）　Werner Böhler: Die Rolle der politischen Stiftungen in der deutschen Entwicklungspolitik, 

in: Konrad-Adenauer-Stiftung Auslandsinformation, 6/2005, S. 4―14, Online-Version: https://

www.kas.de/documents/252038/253252/7_dokument_dok_pdf_6882_1.pdf/0d5b0a0f-7e7d-

e2b7-d17d-4cfdfb4f63f2?version=1.0&t=1539673141485 ［Stand: 29.09.2024］.
68）　2024年 9月に行われた東独 3州での州議会選挙では，いずれも AfDが 3割程度
の票数を獲得し，テューリンゲン州においては第一党，ザクセン州およびブランデ
ンブルク州においても第一党にそれぞれわずか 1.3ポイント差，1.7ポイント差で
第二党となった。2024年 9月 27日の独第二公共放送の世論調査では，連邦レベル
の AfD支持率は 17％にとどまっているものの，今後の影響力拡大が懸念されてい
る。„ZDF-Politbarometer: K-Frage: Merz leicht vor Scholz“, 27.09.2024. https://www.zdf.de/

nachrichten/politik/politbarometer-unzufriedenheit-mit-scholz-100.html ［Stand: 29.09.2024］.

〔付記〕　今回，三瓶先生の退職記念号ということで何をテーマとするか悩みました
が，ドイツにおける政治教育・民主主義教育は学部 1年のときから頭の片隅にあり
続けたサブテーマだったので，コメンタリーとして書かせていただくことにしまし
た。関心を持ち始めたきっかけはドイツ語インテンシブコースの授業で三瓶先生か
らいただいた「夏休みに読むといい本」リストでしたが，その後，初めてドイツを
訪問したエアフルト研修旅行からボンでの交換留学，イェーナでの修士課程を通じ
て現地での政治教育・民主主義教育のあり方には注目しており，修士課程在籍時に
は研修旅行の際に訪れた歴史記念館の運営を担う財団で 5年越しにご縁をいただ
き，インターンも経験しました。現在ドイツの政治財団の日本事務所に籍を置いて
いるのも，三瓶先生にいただいたきっかけが招いた不思議な巡りあわせだと感じま
す。インテンシブコースでの 4年間がなければ今の私はいません。
　三瓶先生，在学中の 4年間のみならず今日に至るまで，大変お世話になりまし
た。今後とも変わらぬご指導をお願いいたします。
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表 1　政治財団の概要

略称 FES KAS FNF

組織名称 F r i e d r i c h - E b e r t -
Stiftung e.V.（フリー
ドリヒ・エーベルト
財団）
英 語 名：Friedrich 
Ebert Foundation

Konrad-Adenaue r -
Stiftung e.V.（コンラ
ート・アデナウアー
財団）
英 語 名：Konrad 
Adenauer Foundation

Friedrich-Naumann-
S t i f t u n g f ü r  d i e 
Freiheit（フリードリ
ヒ・ナウマン財団）
英 語 名：Friedrich 
Naumann Foundation

組織形態（国内） 登記社団 登記社団 私法上の財団
本部所在地 ベルリン，ボン ベルリン ポツダム
代表者 マーティン・シュル

ツ元欧州議会議長
ノルベルト・ラマー
ト元連邦議会議長

カール＝ハインツ・
パケ元ザクセン＝ア
ンハルト州財務相

沿革 1925年 設 立，1947
年再建

1955年に創設され
たキリスト教民主主
義教育活動協会をも
とに 1964年に設立

1958年にホイス初
代連邦大統領らが設
立

職員数
国内 628 662 224

国外 115 129 42

現地職員 846 961 266

事務所数
国内 18 18 8

国外 104 111 28

公的助成金総額 約 2億 250万ユーロ 約 2億 2410万ユーロ 約 7750万ユーロ

注：主に各政治財団の 2023年年次報告書に基づく。
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HSS HBS RLS DES

Hanns-Seidel-Stiftung 
e.V.（ハンス・ザイ
デル財団）
英 語 名：Hanns 
Seidel Foundation

Heinrich-Böll-Stiftung 
e.V.（ハインリヒ・
ベル財団）
英 語 名：Heinrich 
Böll Foundation

R o s a - L u x e m b u r g -
S t i f t u n g 
Gesellschaftsanalyse 
und Politische Bildung 
e.V.（ローザ・ルク
センブルク財団）
英語名：Rosa Luxemburg 
Foundation

Desiderius-Erasmus-
Stiftung e.V.（デジデ
リウス・エラスムス
財団）
英語名：Desiderius 
Erasmus Foundation

登記社団 登記社団 登記社団 登記社団
ミュンヘン ベルリン ベルリン リューベック
マルクス・フェルバ
ー元欧州議会議員

ヤン・フィリップ・
アルブレヒト元シュ
レスヴィヒ＝ホルシ
ュタイン州エネルギ
ー転換相，イメ・シ
ョルツ（社会学者）

ハインツ・ビアバウ
ム元欧州議会議員

エリカ・シュタイン
バッハ元連邦議会議
員

1967年設立 前身のレインボー財
団 連 盟 を も と に
1997年に設立

1990年に創設された
社会分析・政治教育
協会をもとに 2000
年に設立

2017年設立

241 272 230 ―

34 53 45 ―

― ― ― ―

3 17 16 ―

60 38 27 ―

約 7510万ユーロ 約 8370万ユーロ 約 7780万ユーロ ―
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活動分野 支出額（単位：ユーロ）

学生支援  29,462,000

市民教育・政治社会教育  28,049,000

国際協力 113,311,000

研究プロジェクト   6,401,000

芸術・文化振興      15,000

合計 177,238,000

（出典）„Jahresbericht 2023 / Perspektiven 2024“, S. 55.
注：人件費や他の固定予算は除く。

表 2―1　 エーベルト財団の分野別プロジェクト予算額
（2024 年）

表 2　プロジェクト予算額の例

（出典）„Jahresbericht 2023“, S. 88.
注：人件費や他の固定予算は除く。

活動分野 支出額（単位：ユーロ）

学生支援  27,189,000

会議・セミナー等   6,862,000

国際協力 118,010,000

研究プロジェクト     668,000

芸術・文化振興     501,000

その他プロジェクト   2,826,000

合計 156,056,000

表 2―2　 アデナウアー財団の分野別プロジェクト予算
額（2024 年）


